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次期患者体験調査に向けた調査デザインの検討 
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研究要旨：前回実施した第２回患者体験調査では、全国値および都道府県ごとの回答結果

の集計値を推計した。しかし、一部の設問に関しては都道府県ごとのサンプルサイズが少

なかったため、十分な精度のある推計ができないという問題点があった。２０２０年院内

がん登録症例を利用して都道府県ごとに精度の高い推計値を算出するために必要なサンプ

ルサイズについて検討した。検討の結果、前回まで都道府県ごとに少数の施設をランダム

サンプリングしていた層では施設を全数抽出し、さらに、ランダムサンプリングを継続す

る層でも、抽出施設数を増やすことで、精度の高い推計値を得られるということがわかっ

た。次期の調査では、今回の検討を元に、サンプルサイズを決定していく予定である。 

 

A. 研究目的 

前回調査は、層化二段無作為抽出により、一層

目では、がん診療連携拠点病院等の類型ごとに対

象施設を抽出し、二層目で対象の施設から患者を

抽出し、それぞれにサンプリングウェイトを付与

することで全国値の集計を実施した。前回調査時、

一層目抽出において、都道府県がん診療連携拠点

病院（都道府県拠点）は都道府県ごとに全数抽出

したが、それ以外の類型に関しては無作為抽出に

て施設を選択した（地域がん診療連携拠点病院（地

域拠点）は都道府県内で２施設、地域がん診療病

院（地域診療）は全国で１０施設、それ以外の施

設は全国から２０施設）。全国値を推計するには

十分なサンプルサイズであったが、都道府県ごと

の推計をする際には、一部の設問では十分なサン

プルが得られずに、十分な精度のある都道府県ご

との集計時を算出することができなかった。さら

に、二層目において、次期調査では国指定施設を

全数にしているので，施設数が増えて，前回と同

じ施設ごとの患者数がとれなくなったため、各対

象施設における対象患者数についても検討が必要

となった。 

本研究は、次期の調査では、全国だけではなく

都道府県単位でも十分な精度のある推計や検討が

行えるだけのサンプルサイズを検討することが目

的である。 

 

B. 研究方法 

本研究では、院内がん登録全国集計２０２０年症

例データを用いた。同データのうち、症例区分２

０／３０、性状が悪性、告知有り、診断時１８歳

以上と登録されたがん患者を対象とした。さらに、

各都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の類

型ごとの施設数や、患者数を算出し、各層の抽出

サイズと標本誤差の関係について検討した。 

 

C. 結果 

検討の結果、都道府県ごとの推計精度を高めるた

めには、各施設の対象患者数を増やすよりも、各

都道府県内での施設数を増やすことが有効とわか

った。 
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対象施設数を十分に確保することで施設ごとの対

象患者の数を前回調査時より抑えても十分な精度

のある推計をすることができる。また、各施設で

類型別の登録患者数に偏りがあるため、類型別に

抽出患者数を調整することで、推定精度と予算制

約のバランスを図った。具体的には、国が指定す

るがん診療連携拠点病院等以外の施設に関しては、

１施設当たり２０－４０名程度でも十分な推定精

度が得られるとわかった。 

また、前回調査時の各施設の抽出患者数は１００

名であったが、今回の検討では施設数を増加させ

ることにより１施設当たり６０名程度でも都道府

県別の推計値の標準誤差を抑えることができる。

しかし、一部の都道府県においては、施設数や登

録患者数が少ないが故に、６０名の抽出では標準

誤差が大きくなってしまうため、そういった都道

府県はサンプルサイズを８０名や１００名と増や

して設定することで、都道府県ごとの推計精度が

高くなる様に調査デザインができることが分かっ

た。 

 

D. 考察 

前回調査時には各都道府県において参加する施設

の抽出数が少なかったことから、都道府県別の推

計値を算出する場合に十分なサンプルサイズを確

保できなかった。今回の検証で、がん診療連携拠

点病院等は全数抽出とし、それ以外の施設も全国

からの抽出数を増やすことで、十分なサンプルサ

イズになりえると考える。また、施設数を増やす

が、各施設での抽出患者数を都道府県ごとに設定

することで全体の患者数と調査費用を抑えること

ができる。 

 

E. 結論 

本研究では、次期調査では、各施設の抽出患者数

は減らすが、がん診療連携拠点病院等の類型に応

じて抽出する施設数を増やすことで、都道府県ご

との集計値の推計値を算出するのに十分なサンプ

ルサイズが確保できることがわかった。次期調査

では、今回の検討を元に、調査デザインを設定し

ていく予定である。 
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